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ひと目で分かる

利島村の

財政

TOSHIMAMURA

計   ①

事  業  名 事 業 概 要 総事業費（円） うち交付金
充当額（円） 効果検証結果

※ 総事業費・交付金充当額は四捨五入にて掲載しております。

08 「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」活用事業について

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 事業開始年月日  令和 6 年 8 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月

令和６年度

　「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者
の支援を通じた地方創生を図ることを目的として、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施でき
るよう、令和5年度に国が創設した交付金です。
　令和６年度の利島村における活用事業は次のとおりです。

エネルギー・食品価格
等の物価高騰における
非課税世帯・均等割世
帯および定額減税を補
足する一体支援事業
（事務費分）

エネルギー・食品価格
等の物価高騰における
非課税世帯・均等割世
帯および定額減税を補
足する一体支援事業
（給付費分）

① 目的・効果
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
② 交付金を充当する経費内容
低所得世帯への給付金及び事務費
③ 積算根拠（対象数、単価等）
R６計画分
事務費　202,531円
事務費内訳　[需用費（事務用品等）：192,361円、
役務費（郵送料等）：10,170円 ]
令和６年度非課税化世帯　
5世帯×100,000円 =500,000円、
令和６年度均等割のみ課税化世帯
1世帯×100,000円 =100,000円、
子ども加算1人×50,000円 =50,000円、
定額減税を補足する給付：1,620,000円　
［定額減税人数：75 人、納税義務者数：40 人（36
世帯）］：総額 2,270,000円
④ 事業の対象
低所得世帯等の給付対象世帯数（6 世帯）、定額減税
を補足する給付の対象者数（75人）

令和 6 年度住民税均等割
非課税化世帯、均等割の
み課税化世帯、定額減税
を補足する給付対象者に
対し、エネルギー・食品
価格等の物価高騰におけ
る支援を実施。

（給付世帯および対象者：
非課税化 5 世帯、均等割
化 1 世帯（うちこども加
算 1 人）、定額減税を補足
する給付対象者数 75 人
（うち納税義務者40人））

135,000202,531

2,270,0002,270,000

2,405,0002,472,531

事  業  名 事 業 概 要 総事業費（円） うち交付金
充当額（円） 効果検証結果

Ⅱ． 物価高の克服 事業開始年月日  令和 7 年 2 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月

エネルギー・食品価格
等の物価高騰における
令和 6 年度非課税世帯
（1 世帯 3 万円・こども
加算）給付および定額
減税不足給付事業
（事務費分）

エネルギー・食品価格
等の物価高騰における
令和 6 年度非課税世帯
（1 世帯 3 万円・こども
加算）給付および定額
減税不足給付事業
（給付費分）

① 目的・効果
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
② 交付金を充当する経費内容
低所得世帯への給付金及び事務費
③ 積算根拠（対象数、単価等）
R６の累計給付金額
事務費　105,529円
事務費内訳　[ 需用費（事務用品等）：93,503 円　
役務費（郵送料等）：12,026円 ]
令和６年度住民税均等割非課税世帯（R６計画分）　
28世帯×30,000円 =840,000円、
子ども加算 3人（2世帯）×20,000円=60,000円：
総額 900,000円　　
④ 事業の対象
低所得世帯等の給付対象世帯数（28世帯）

令和 6 年度住民税均等割
非課税世帯に対し、エネル
ギー・食品価格等の物価高
騰における支援を実施。
（給付世帯：28 世帯、内
こども加算2世帯（3人））

75,000105,529

900,000900,000

計   ② 975,0001,005,529

① ＋ ②   合計 3,380,0003,478,060

事業開始年月日  令和 6 年 8 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月事業開始年月日  令和 6 年 8 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月事業開始年月日  令和 6 年 8 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月

事業開始年月日  令和 7 年 2 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月事業開始年月日  令和 7 年 2 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月事業開始年月日  令和 7 年 2 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月
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「地方財政状況調査」より

78.0%

全体の

「都支出金」の２つで

「地方交付税」と

村税は歳入額全体の2.0％程度で、

都支出金が59.2％を占めています。

歳 出02

議会費

一般会計 歳入01 一般会計 歳出02

計

「地方財政状況調査」より

目的別

議会に係る費用

総務費
庁内システム保守・改修、基金積立、
村内情報基盤網事業（IP 告知等）、再
生可能エネルギー事業等に係る費用

民生費 社会・老人・児童福祉に係る費用

衛生費 保健衛生事業、診療所運営、ゴミ処
理費に係る費用

労働費 勤労福祉会館運営に係る費用

農林水産事業費 農業、林業、水産業に係る費用

商工費 商工観光振興、離島交通（ヘリ・定
期船）に係る費用

土木費 道路、村営住宅、港湾管理に係る費用

消防費 消防団活動、災害対策に係る費用

教育費
教育委員会運営・小中学校・社会教育・
文化財に係る費用

14,153

935,906

245,150

209,248

17,153

115,265

107,052

478,316

17,424

102,893

52,426

14,872

533,040

194,806

156,190

23,900

104,544

122,810

95,716

13,165

152,465

54,470

1,465,978

△719

402,866

50,344

53,058

△6,747

10,721

△15,758

382,600

4,259

△49,572

△2,044

829,008

△4.8

75.6

25.8

34.0

△28.2

10.3

△12.8

皆増

32.4

△32.5

△3.8

56.52,294,986

公債費 村の借金返済に係る費用

議会議事録作成委託料の減による

3C 事業、サステナ事業費の増に
よる

なかよし公園改修工事費による

簡易水道事業補助金の増による

勤労福祉会館管理費の減による

農業振興補助金の増による

親水レクリエーション施設・公
園施設管理経費の減による

移住定住促進住宅建設工事の増
による

発災時用脱塩装置導入による

学校改修工事の減による

元金償還減による

歳 出
「地方財政状況調査」より

性質別

村の年間収入のことです。（年度） 村の年間支出のことです。（年度）

247,704人件費 村職員、会計年度任用職員（地域おこし協力隊含む）等の人件費

757,640物件費 消耗品費、旅費、委託料等に係る費用

49,564維持補修費 庁舎等公共施設維持に係る費用

16,941扶助費 児童手当や医療助成等に係る費用

405,422補助費等 負担金や村からの補助金に係る費用

52,426公債費 村の借金返済に係る費用

142,166積立金 村の基金（貯金）積立に係る費用

33,507繰出金 特別会計の歳入不足分を補う為の費用

589,616投資的経費 普通建設事業（公共施設建設）等に係る費用

2,294,986

255,963

545,442

84,682

20,810

212,833

54,470

72,250

110,123

109,405

1,465,978

△8,259

212,198

△35,118

△3,869

192,589

△2,044

69,916

△76,616

480,211

829,008

△3.2

38.9

△41.5

△18.6

90.5

△3.8

96.8

△69.6

438.9

56.5計

村税 2.0%

都支出金都支出金
59.2%

繰越金 7.1%

地方交付税
18.8%

令和６年度  利島村歳入割合

地方譲与税 0.1%
交付金 0.6%

使用料及び手数料1.1%
国庫支出金 1.9%財産収入 0.4%

寄附金 0.1%

繰入金 4.1%

諸収入 4.5% 村債 0.0%

歳　入　項　目
村　税

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

村債

交付金

地方交付税

使用料及び手数料

国庫支出金

都支出金

うち

財産収入

村税内訳

村民税
固定資産税
軽自動車税
たばこ税

地方譲与税

地方譲与税
内訳

地方揮発油譲与税

市町村総合交付金

自動車重量譲与税
森林環境譲与税

令和５年度

52,181

128

112,470

76,578

1,582

1,637,608

12,354

744

443,650

34,064

65,323

829,579

603,797

4,098

2,692

24,243

24,422

1,995

1,521

2,909

1,627

538

令和６年度
48,423

1,470

100,031

171,630

109,605

0

2,419,876

15,458

455,437

26,991

47,037

1,431,414

773,831

9,202

22,502
22,466 償却資産の減による

人口減少による

作業用車両使用料を財産
収入とした事による

作業用車両使用料を財産
収入とした事による

普通建設事業の
増加による

寄附件数の減

財政調整基金
取崩しによる

ガバクラ移行事業に
対する補助の増による
起債を行わなかった
事による

1,991
1,464
3,178
530

1,624
1,024

増減

△ 3,758

△ 1,222

99,903

59,160

33,027

△ 1,582

782,268

3,104

11,787

△ 7,073

△ 18,286

601,835

170,034

5,104

△ 1,741

△ 1,956

△ 4

△ 57

269

△ 8

△ 3

280

増減（%） 主な増減要因
△ 7.2

△ 45.4

皆増

皆減

52.6

43.1

25.1

2.7

△ 20.8

△ 28.0

72.5

28.2

124.5

△ 7.2

△ 8.0

△ 0.2

△ 3.7

9.2

△ 1.5

△ 0.2

37.6

備　　　　　考

住民税・固定資産税・軽自動車税・たば
こ税の村税歳入額

国が徴収した税の一部を市町村に対して
交付された額

当年度、自治体運営を行っていく上で必要最小
限の財源を確保する為に国より交付される額

村営住宅使用料、保育所使用料や、行政
証明書発行手数料の歳入額

国からの業務委託料や当年度実施事業に
対する補助金の歳入額

村の貯金利子や、職員住宅貸付料などの
村資産貸付の歳入額

国が徴収した税目の税収を一定の基準に
より地方団体に譲与される歳入額

都からの業務委託料や当年度実施事業に
対する補助金の歳入額
市町村総合交付金は、村が実施する各種施
策に要する経費の財源補完を通じて、市町
村の経営努力の促進、自主性・自立性の向上、
地域振興、行政水準の向上と住民福祉の増
進を図る事を目的として交付されます。

ふるさと納税などの利島村への寄附額

基金など村の貯金を取崩した額

前年度からの繰越金額

国や都以外からの補助金や委託金等の額

当年度村が借金を行った額

（千円）
費　目 令和５年度令和６年度 増減 増減（%） 主な増減要因 備　　　　　考

（千円）

費　目 令和５年度令和６年度 増　減 増減（%） 備　　　　　考
（千円）

3C補助、東京宝島サス
テナブルアイランド創
造事業補助額増による

教育関連補助の減
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0403

04 繰出金の内訳

令和６年度  利島村歳出割合 目的別 令和６年度  利島村歳出割合 性質別

国民健康保険事業
勘定会計繰出金

定額運用基金
への繰出金
定額運用基金
への繰出金 0.3%

25.8%
合併処理浄化槽事業
会計繰出金
合併処理浄化槽事業
会計繰出金
0.0%

簡易水道事業
会計繰出金
簡易水道事業
会計繰出金
0.0%

介護保険事業
勘定会計繰出金
39.4%

後期高齢者医療
事業会計繰出金 12.1%

国民健康保険
診療所会計繰出金
22.4%

02

03

04

出張旅費・研修旅費等に係る費用

「地方財政状況調査」より

10,240議員報酬等 議員報酬等
50,445委員等報酬 会計年度任用職員（パートタイム）、委員報酬
134,713職員報酬 特別職、役場職員、再任用職員の給料
52,306

247,704

その他 退職金、地方共済組合等負担金等

項　　目

計

備　　　　　考

人件費の内訳

4,755住民対象補助 出産助成、通院費支援補助等に係る補助額 
78,270高齢者福祉補助 高齢者事業に係る補助額
38,773農林水産業関係補助 農漁業事業に係る補助額
70,164商工関係補助 観光事業者、定期航路助成等に係る補助額

51,173その他・負担金等 その他の補助や負担金に係る額
405,422計

12,075

66.7

7.5

34.1

0.3

83.5

90.5

15.7教育関係補助 教育に係る補助額
簡易水道事業に係る補助額
浄化槽事業に係る補助額

補助区 分
2,852

72,817

28,910

69,924

27,893

212,833

10,437

1,903

5,453

9,863

240

23,280

192,589

1,638

79,065簡易水道事業補助金
71,147

皆増

皆増浄化槽事業補助金
0

0

79,065

71,147

備　　　　　考

補助費の内訳

7,298
49,219

旅費

21,399
需用費

消耗品費、給食食材費、備蓄購入費等に係る費用 ※交際費含む
4,028

消耗品費
車両修繕・車検に係る費用

23,792
修繕費

電気・水道・ガスや燃料購入に係る費用
16,774

光熱水費・燃料費
通信運搬費・手数料に係る費用

556,420
役務費

151,541
委託費

保守・システム改修等に係る費用庁内システム・庁内設備等委託
404,879 業務支援・設計等の委託に係る費用
61,123

上記以外の委託費
備品購入に係る費用

66,806
備品購入費

62,020
使用料および賃借料・その他費用

システム・コピー機等の使用料に係る費用
4,786

システム等の使用料・リース料
浄化槽・土地等使用料等に係る費用およびその他費用

757,640
その他

計

項　　目 決算額
令和６年度

9,835

49,796

24,514

3,280

22,002
15,962
398,686

103,900
294,786

6,674
64,489

60,003

4,486
545,442

決算額

補助額

令和５年度

△2,537

△577

△3,115

748

1,790
812

157,734

47,641
110,093

54,449
2,317

2,017

300
212,198

増減

△25.8

△1.2

△12.7

22.8

10,082

54,251

139,339

52,291

158

△3,806

△4,626

15

1.6

△7.0

△3.3

0.0

255,963 △8,259

8.1
5.1
39.6

45.9
37.3

815.8
3.6

3.4

6.7
38.9

増減（％）

補助額
令和６年度 令和５年度 増減 増減（％）

繰出額繰出額
令和６年度 令和５年度 増減 増減（％）

決算額
令和６年度

決算額
令和５年度 増減 増減（％）

備　　　　　考

物件費の内訳

7,994国民健康保険事業勘定会計繰出金

各特別会計において歳入不足を
補う為に繰出した額

15,452介護保険事業勘定会計繰出金
4,295後期高齢者医療事業会計繰出金
3,560国民健康保険診療所会計繰出金

25,181合併処理浄化槽事業会計繰出金

110,123計

53,540簡易水道事業会計繰出金

101

8,655

13,186

4,041

7,515

0

33,507

0

110

661

△2,266

△254

3,955

△25,181

△76,616

△53,540 皆減

皆減

9

8.3

△14.7

△5.9

111.1

△69.6

8.9定額運用基金への繰出金 定額運用基金へ貯金した額

備　　　　　考区　　　分

繰出金の内訳

旅費使用料および賃借料
・その他費用

使用料および賃借料
・その他費用

8.8%

1.0%

備品購入費備品購入費
8.1%

委託費委託費
73.4%

需用費
6.5%

役務費 2.2%議員報酬等
4.1%

その他その他
21.1%

職員報酬職員報酬
54.4%

委員等報酬
20.4%

住民対象補助

教育関係補助教育関係補助 3.0%

1.2%

商工関係補助商工関係補助
17.3%

浄化槽事業補助金浄化槽事業補助金
17.5%

簡易水道事業補助金簡易水道事業補助金
19.5%

農林水産業
関係補助
農林水産業
関係補助 9.6%

その他・
負担金等
12.6% 高齢者福祉補助

19.3%

議会費0.6%

衛生費衛生費
9.1%

消防費 0.8%

総務費
40.8%

民生費
10.7%労働費 0.7%

農林水産事業費 5.0%
商工費 4.7%

教育費
4.5%

公債費
2.3%

土木費
20.8%

維持補修費維持補修費 2.2%扶助費扶助費 0.7%

人件費
10.8%

物件費
33.0%

補助費等
17.7%

積立金 6.2%

繰出金 1.5%

投資的経費
25.7%

公債費公債費 2.3%

01

人件費の内訳01 02 物件費の内訳

03 補助費の内訳

　繰出金は、簡易水道事業・合併処理浄化槽事業会計が
特別会計から公営企業会計適用となった事により各事
業運営に必要な費用を補助費に変更を行っている事か
ら皆減となっている。

　補助費は昨年度と比較すると大幅に増加となっているが、
これは簡易水道事業および浄化槽事業の公営企業会計適用に
伴い、両事業への繰出金を補助金へと変更を行った為である。
住民対象補助は冠婚葬祭の件数増の為、農林水産業関係補

助はサステナ事業における漁業振興補助等により補助額増加。
　限られた財源の中で、住民の皆様が当村で生活しやすい環
境をいかに構築していくか、また補助事業の実施に向けて、
いかに財源を確保していくかが課題となっている。

　物件費の中で委託費の割合が約７割を占めている。昨
年度に引続き複合型サテライトオフィス建設事業、東京
宝島サステナブルアイランド創造事業、移住定住促進住
宅建設事業等により委託費が増加している。また、業務
効率化に係るDX化の補助メニューが多くある中で、ラ
ンニングコストの精査も行い新規システム導入につい
ての精査を引続き行っていく。

　職員報酬が約５割を占める中で、昨年に引続き職員定
数を満たしていない課が多くあるのが現状である。住宅
建設事業を進め積極的な人材採用を行っていくととも
に、利島村職員人材育成基本方針を基に既存職員のスキ
ルアップを行い、効率化に取り組んでいく。

内  

訳

内
訳

内
訳

（千円）

（千円）

（千円）

（千円）
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02

令和６年度の主要事業について03

太陽光発電設備の維持管理等を行った。

引き続き太陽光発電設備の維持管理等を行う。

環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

200万円

一般財源 200万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

3,285万円2億

歳 出 性質別・普通建設事業（投資的経費）

ねこ去勢・避妊事業

再生可能エネルギー利用事業

飼い主のいないねこの去勢・避妊手術と譲渡会を行った。

　引き続き飼い主のいないねこの去勢・避妊手術と
譲渡会を行う。

環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

63万円

補助金等 61万円

一般財源 2万円

移住定住促進住宅建設事業

移住定住促進住宅として、小世帯用１戸・単身２戸の整備を、
一般住宅として小世帯用１戸・単身２戸の整備を行った。

　（住宅管理事業として）整備した住宅の管理を行う。

環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

補助金等 3,214万円2億 一般財源 71万円

金属・家電・小型家電・容器包装リサイクル・
電池・蛍光管等の再資源化事業を執り行った。

　引き続き金属・家電・小型家電・容器包装
リサイクル・電池・蛍光管等の再資源化事業
を執り行う。

環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

3,895万円

補助金等 3,817万円 一般財源 78万円

ごみ処理事業

村営住宅を維持管理していく
ため、必要な修繕等を行った。

　引き続き村営住宅を維持管理
していくため、必要な修繕等を
行う。

環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

1,758万円

補助金等 1,758万円

住宅管理事業

村道の無電柱化に向けて、３路線（堂の山線、
ツッサビ線、学校線イ号）の予備設計を行った。

　村道の無電柱化に向けて、村道の無電柱化設
計・工事を行う。

環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

2,400万円

補助金等 2,393万円 一般財源 7万円

無電柱化事業

集落美化の日に基づき、村内一斉清掃を年２
回実施し、村内の美化を行った。

　引き続き集落美化の日に基づき、村内一斉清
掃を年２回実施し、村内の美化を行う。

環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

1,385万円

補助金等 1,300万円 一般財源 85万円

道路維持事業
「地方財政状況調査」より

137,598
142,439
2,603
549

14,543
25,104
5,698
7,365
2,973

0
0
0
0
0
0
0
0
0

232,837
3,132
1,900
12,875

0
0
0
0

137,598
141,886

0
530

14,440
17,000
3,000
7,261

0
232,135
1,000
1,000

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
500
0
0
0
0
0
0
0

500
500
0
0

0
53

2,603
19
103

8,104
2,698
104

2,973
202

1,632
900

12,875
計

事　業　名 国庫支出金 都支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

（千円）

東京宝島サステナブル・アイランド創造事業
複合型サテライトオフィス建設事業
職員住宅改修工事
保育園空調更新工事
生ごみ処理槽増設工事
簡易水道事業補助金（普通建設事業分）
モノラック更新工事
親水レクリエーション施設改修工事
村営住宅改修工事
移住定住促進住宅建設工事

給食室備品購入
上記に係る事業支弁費

32,2661,5000555,8500589,616

学校施設改修工事
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0807 ※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

経年劣化しているろ過設備の配管工事やス
ライダーの修繕などを実施した。

　25mプールおよびイルカプールのろ過装置
の修繕を実施予定。

産業観光課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

737万円

補助金等 726万円 一般財源 11万円

親水レクリエーション施設補修事業

島民を対象としたヘリコミューター定期便
(利島-大島間)の運賃の一部助成を実施した。

　内容を精査しながら継続して実施していく。

産業観光課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

68万円

一般財源 68万円

ヘリコミューター運賃助成事業

伊勢海老・サザエなどの放流事業や漁業施
設の修繕支援など、水産振興に係る補助事業を
実施した。

　内容を精査しながら
継続して実施していく。

産業観光課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

1,031万円

補助金等 880万円 一般財源151万円

水産振興費補助金事業

都道に整備されている、延長455mの管路
更新を行った。

　引き続き都道・村道に
整備されている管路の
更新を行う。

環境建設課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

6,896万円

補助金等 4,686万円 一般財源 2,210万円

補助金等 1,095万円 一般財源 7万円

管路更新事業（水道事業会計）

自動草刈機の実証、ドローン
による薬剤散布の実証、ふるい
の軽量化検討を実施した。

　草刈の自動化は太陽光発電を
活用し実証を行う。

産業観光課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

1,102万円

椿生産性向上実証等事業

農機具の購入補助をはじめ、しどけ輸送費補
助や製油センター運営補助など農業振興に係
る補助支援を実施した。

　内容を精査しながら継続して実施していく。

産業観光課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

2,174万円

補助金等 2,027万円 一般財源147万円

農業振興補助事業

椿山に敷設されているモノラック路線の機
器の点検・交換整備・腐食したレールの更新
を実施した。

　内容を精査しながら継続して実施していく。

産業観光課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

1,873万円

補助金等 1,840万円 一般財源 33万円

モノラック管理・点検整備及び
レール更新事業

　アントクメスポアバッグ事業は、藻場造成を目的と
したアントクメのスポアバッグを海中設置を行い、経
過観測を実施した。サザエモニタリング事業は、稚貝
放流海域の生育状況のモニタリングを実施した。

　継続して事業実施を行う。

産業観光課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

146万円

補助金等 73万円 一般財源 73万円

アントクメスポアバッグ事業及び
サザエモニタリング調査委託事業

林産物生産振興事業では、病害木や風倒木と
なった椿樹等の伐採、生産力向上事業では、断
幹の経過観測と除伐、植栽を実施した。

　内容を精査しながら継続して実施していく。

産業観光課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

825万円

補助金等 800万円 一般財源 25万円

林産物生産振興事業及び
生産力向上事業

幼虫密度調査の結果を鑑みて、椿樹の葉の食
害の原因となるトビモンオオエダシャク、ハス
オビエダシャク、チャドクガの防除のため、薬
剤散布を行った。

　幼虫密度調査を行った上で、薬剤散布の実施
等を判断する予定。

産業観光課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

980万円

補助金等 915万円 一般財源 65万円

エダシャク類防除対策薬剤散布事業

村役場におけるテレワーク
環境を構築し、運用を開始した。

総務課

● 事業概要

186万円

補助金等 178万円 一般財源 8万円

庁内業務効率・業務環境改善事業

LGWAN環境における機器の更新を
行うとともに、プリンターや
Faxの統合・複合機化を
実施した。

総務課

● 事業概要

3,674万円

補助金等 3,670万円 一般財源 4万円

庁内LGWAN環境更改事業
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1009 ※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

国が推奨するガバメントクラウド環境への
移行準備を行った。

　令和7年度中にガバメントクラウドへの移
行を実施する。

総務課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

3,333万円

補助金等 3,333万円

ガバメントクラウド移行事業

　次年度以降も引続き、事業を継続していく。
● 次年度以降の予定

発災時に使用可能な
可搬式脱塩装置の
導入を行った。

総務課

● 事業概要

427万円

補助金等 384万円 一般財源 43万円

非常用脱塩装置導入事業

補助金等 990万円 一般財源 12万円

移住定住計画「利島村ずっとしま計画2030」
の策定およびコミュニティポータルサイト「ずっ
としま」の開設を行った。

　「利島村ずっとしま計画2030」を基に令和7年
6月より採用した地域おこし協力隊（移住定住事
業）員とともにコミュニティポータルサイト「ずっ
としま」を活用し移住定住事業の促進を図る。

総務課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

1,002万円

移住定住促進事業

　IP告知端末更改に向け島内事業者ヒアリン
グおよび住民アンケートを基に仕様検討を
行った。

　令和7年度中に
IP告知端末の更改を行う。

総務課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

1,088万円

補助金等 1,088万円

IP 告知端末更改事業

戸籍への振り仮名記載、住民基本台帳との連携な
どの制度改正への対応を行うとともに、国が目標と
して定めている標準準拠システムへの移行作業を戸
籍データのクラウド化と合わせて実施している。戸
籍データをクラウド化したことにより、庁舎が被災
した場合にも戸籍情報を消失することなく業務を継
続できるようになった。

住民課

● 事業概要

2,685万円

補助金等 2,680万円 一般財源 5万円

住基・戸籍システム改修事業

令和６年度より「高齢者の保健事業と介護
予防の一体的実施」という新たな制度に基づ
き、東京都後期高齢者医療広域連合より委託
を受け、社会福祉協議会と協力しながら、医
療専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、管理栄養士など）による高齢者の低栄養
防止・生活習慣病等の重症化予防の取組み
やフレイル（衰え）予防を目的とした健康教
室を実施している。

住民課

● 事業概要

297万円

一般財源 22万円
275万円

専門職による高齢者ケア事業

1,331万円2億東京宝島サステナブル・アイランド創造事業

　3ヵ年の事業の２年目。「サステナブル住宅建設事業」では実施設計、土地の造成を行い、基礎工事を開始。「公
園改修事業」ではなかよし公園の既存遊具の撤去、遊具・トイレの製作、基礎工事を実施。「農業振興事業」では椿
油製油時の副産物の成分分析を、「漁業振興事業」では加工場施設の検討および移動販売車の導入等を行った。

　令和7年度は、３カ年年事業の３年目として、サステナブル住宅建設工事、なかよし公園改修工事、椿油粕の成
分分析・商品開発検討、加工場施設改修工事や運用の検討を行っていく。

総務課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

補助金等 1,331万円2億

1,135万円2億複合型サテライトオフィス建設事業
総務課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

補助金等 1,120万円2億 一般財源 15万円

7,716万円
社会福祉協議会運営補助金

　介護事業所、地域包括支援センター、サロン事業などの高齢者福祉、除草清掃作業などの障害者就労支援や
ホームヘルプ事業などの障害者福祉、令和7年3月より子ども家庭支援センターから移行したこども家庭セン
ター運営や学童クラブ運営などの児童福祉など地域の福祉の中核を担っている社会福祉協議会に対して、人
的、財政的支援を行っている。
　当初計画を前倒し、老人会の運営事務支援の取組みも開始した。

　次年度以降も引続き、支援を継続していくとともに、今後の少子高齢化対策に
ついて検討を重ねていく。

 住民課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

　戸籍システムの標準化については令和7年度中に
改修が完了する予定。ふりがな記載対応については
令和8年度中にふりがなの届出の受付が終了し、戸
籍へふりがなが記載される予定。また、今後もシステ
ムのガバメントクラウドへの移行など新たな回収が
継続する見込。

● 次年度以降の予定

補助金等 7,706万円
一般財源 10万円

補助金等

　「コワーキングスペース・人材交流施設」の改修工事、「子どもの居場所となる
施設」の基礎工事および外構（屋外通路等）工事の実施設計を行った。

　「子どもの居場所となる施設」の建設および外構工事を進めるとともに、
令和８年度からの運用方法についての詳細検討を行う。
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1211 ※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

補助金等 250万円 一般財源 10万円

補助金等 888万円 一般財源 32万円

補助金等 570万円 一般財源 57万円

　専門科等の受診が必要なために島外の医療機関
を受診する必要があり、宿泊を伴う移動をしなけれ
ばならない住民を対象に通院に要する交通費と宿
泊費の一部を補助し、村民の経済的負担を軽減して
いる。
　補助の拡充と公務員に対する補助の再開をした。

引続き、補助を継続しながら、補助の在り方の
検討を重ねていく。

住民課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

260万円

離島交通費支援補助金

　8・9年生６名を7/25～ 8/6まで約2週
間オーストラリアへ派遣し、ホームステイや現
地校体験学習等を行った。

　本事業が英語や海外に興味を持つきっかけに
なり、進路選択につながった事例もあった。
　今後も継続して実施する予定です。

教育委員会

● 事業概要

● 次年度以降の予定

627万円

オーストラリア派遣事業

　芝の維持管理に多大な人的コストがかかっ
ているため、負担軽減及び管理効率化のために
自動芝刈り機を導入した。

　導入は令和６年度で完了。
刈刃やバッテリーなど
消耗品を都度購入。

教育委員会

● 事業概要

● 次年度以降の予定

190万円

補助金等 189万円 一般財源 1万円 補助金等 500万円 一般財源 3万円

自動草刈りロボット導入事業

子どもたちと先生がICT機器や各種データ
を利活用できるよう、ICT支援サービスを委託
しており、Google for Education認定資格
の取得など実施。

　次年度以降も継続して実施予定。

教育委員会

● 事業概要

● 次年度以降の予定

503万円

ICT支援員活用事業

令和6年度は、器具庫扉交換工事を行った。

　必要に応じて実施。

教育委員会

● 事業概要

● 次年度以降の予定

192万円

補助金等 190万円 一般財源 2万円

学校施設修繕事業

令和6年度は、防犯カメラ交換、
体育倉庫スロープ設置、
エアコン入替工事等を行った。

　次年度以降も継続して
更改を行っていく。

教育委員会

● 事業概要

● 次年度以降の予定

313万円

補助金等 312万円 一般財源 1万円

学校施設改修事業

150万円
放課後子ども教室事業

放課後や休日に学校等の施設を使用し、子どもの安全かつ安心な
活動拠点を設けることにより、子どもが地域の中で心豊かで健やか
に成長できる環境づくりを推進することを目的とした事業。
　様々な団体に活動していただき、子どもたちの活動の場、交流の
場を作ることができた。

　次年度以降も継続して実施予定。

教育委員会

● 事業概要

● 次年度以降の予定

一般財源 72万円補助金等 78万円

920万円
住民健診・がん検診事業

健康増進法に基づき、基本健診とがん検診を実施している。年1回医療機関を招へいし、
地域交流会館で実施している。腹部エコー以外の検査については、基本無料となっている。
また、対象外となっている39歳以下の住民に対しても無料で基本健診を実施している。

　がんなどの疾病の早期発見や予防のために次年度以降も継続して実施していく。

住民課

● 事業概要

● 次年度以降の予定

一般財源560万円

　教育委員会事務局内に「教育コーディネー
ター」を配置し、特色ある教育活動等の実践に向
けて企画や連携、調整を行った。

外部講師の招聘や教育委員会が主催する事業
の調整など、教育委員会事務局で不可欠な役割を
担っており、今後も継続して実施する予定。

教育委員会

● 事業概要

● 次年度以降の予定

560万円

教育コーディネーターによる
島の一体感づくり事業

　利島村小中学校9年生を対象に、高校受験に
向けた模擬試験の受験料や受験に伴う交通費
等を補助する制度です。
　令和6年度は、2名の生徒分の申請があり、生
徒1人につき上限の50,000円、計100,000
円の補助を行った。

　本補助金があることによって、気兼ねなく内
地での実際の試験に近い環境を経験させてあ
げることができるようになったと受験生保護
者から継続の要望もいただいており、今後も継
続して実施する予定。

教育委員会

● 事業概要

● 次年度以降の予定

10万円

補助金等 10万円

子ども・家庭応援補助金事業
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特別会計の決算状況04

特 別 会 計 名 歳 出歳 入 備　　　　　考
（ 千円 ）

公 営 企 業 会 計 名 総費用総収益 備　　　　　考

歳入額

歳入額

国・都支出金 その他

（ 千円 ）

うち一般財源分 うち社会保障財源分

基 金05

起債状況 起債とは村の借金の状況になります。06

地方消費税率引き上げ分における使途について07

一般会計

一般廃棄物処理事業債 74,088
緊急防災・減災事業債 63,363
辺地対策事業債 38,618
臨時財政対策債 145,418
減収補填債 458
都道府県貸付金 8,344

公営企業
簡易水道事業 108,996
下水道事業 40,253
合　　　　計 479,538

汚泥処理施設、焼却施設等を建設する際に起債※1

起 債 名

82,487
71,701
50,316
165,283

486
11,976
120,827
46,621
549,697

△8,399
△8,338
△11,698
△19,865

△28
△3,632
△11,831
△6,368
△70,159

合　　　　計

備　　　　　考

防災施設・設備等を整備する際に起債※1

955,341財政調整基金

基　　金　　名 備　　　　　考

予算の歳入不足を補う為の基金
153,748減債基金 村の借金返済の為の基金
431,309特定目的基金 特定の目的に使用する為の基金
390,282庁舎建設基金 老朽化した庁舎建設の為の基金
3,920森林環境譲与税基金 森林環境整備を行う為の基金
35,107移住定住促進住宅建設基金（住宅建設基金） 住宅を建設する為の基金
2,000利島村出会いと交流応援基金 婚活の為の基金

1,540,398

954,261
150,728
393,243
353,240
2,896
35,107
2,000

1,498,232一般会計財政調整基金・減債基金・特定目基金総額

防災設備改修や水道施設等を建設する際に起債※1

国が交付する交付税の財源不足を補う為に起債※1

新型コロナウイルス感染症による村税等の減収を補填する為の起債※1

村営住宅等を建設する際に起債※1

簡易水道施設建設・更新等を行う際に起債※2

下水道事業に係る施設建設等を行う際に起債※2

基金とは村の貯金にあたるものです。

一般会計財政調整基金・減債基金・特定目的基金

※1「決算統計」・第33表より　※2健全化判断比率より

（ 千円 ）

96,495定額運用基金 定額運用を行っている基金

36,087土地開発基金 土地を購入する為の基金

28,321奨学資金貸付基金 奨学金貸付の為の基金

20,254災害復旧資金貸付基金 災害復旧資金貸付の為の基金

11,833

△2,966
5

△3,076
3

102

△3.1
0.0

△10.9
0.0
0.9

93,529
36,092
25,245
20,257
11,935公共的経済団体経営安定化資金貸付基金 事業者経営支援の為の基金

198,706特別会計基金

基　　金　　名 基金額
令和7年3月31日時点 備　　　　　考

特別会計基金
84,289国民健康保険給付費等財政調整基金 国民健康保険料不足を補う為の基金
93,692国民健康保険診療所財政調整基金 診療所運営に必要な予算不足を補う為の基金
20,725

195,659

基金額
令和6年3月31日時点

基金額
令和7年3月31日時点

基金額
令和6年3月31日時点

84,289
93,692
17,678

3,047

増 減

残 高
令和7年3月31日時点

残 高
令和6年3月31日時点 増 減

0
0

3,047

1.6

増減
（ ％ ）

0.0
0.0
17.2

1,080

増 減

3,020
38,066
37,042
1,024

0
0

42,166

0.1

増減
（ ％ ）

2.0
9.7
10.5
35.4
0.0
0.0
2.8

42,247 2.4

介護保険給付費準備基金 介護保険料不足を補う為の基金

特別会計基金

決　算

※決算ベース

（ 千円 ）

基　　金　　名 基金額
令和7年3月31日時点 備　　　　　考基金額

令和6年3月31日時点 増 減 増減
（ ％ ）

（ 千円 ）

基金額
令和7年3月31日時点 備　　　　　考基金額

令和6年3月31日時点 増 減 増減
（ ％ ）

（ 千円 ）

（ 千円 ）

1,790,3861,832,633総　　　　　額 村の基金総額（貯金総額）

51,885 41,211国民健康保険事業特別会計（事業勘定） 国民健康保険事業運営に係る事業

76,888 65,405国民健康保険事業特別会計（直診勘定） 診療所運営等に係る事業

140,371 122,863簡易水道事業会計 簡易水道事業運営に係る事業

89,651 87,733浄化槽事業会計 浄化槽事業運営に係る事業

46,315 43,723介護保険事業特別会計（事業勘定） 介護保険事業運営に係る事業

8,936 8,729後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢医療事業運営に係る事業

内
　
訳

6,661住民健診・がん検診事業

区　　分 対象経費 地方消費税
社会保障分 一般財源

4,445老人福祉事業
15,452介護保険事業
7,150障害者自立支援事業
427

34,135

6,161
216
239

4,645
0

11,261

203
2,970

0
0
0

3,173

210
1,080
2,072
1,200
400

4,962

87
179

13,141
1,305
27

14,739
難病者等医療通院費支援事業

（ 千円 ）

内
　
訳

内
　
訳

定額運用基金

　平成26年4月、国と地方を合わせた消費税の税率が5％から8％に改正され、令和元年10月には当該税率が
10％に改正されました。
　これにより、消費税増税分の地方消費税交付金の歳入について、地方税法（昭和25年法律第226号）第72条の
116第2項の規定により、『消費税法第1条第2項に規定する経費（社会保障経費）その他社会保障施策に要する経
費に充てる』こととされております。
　利島村の令和６年度一般会計決算における地方消費税の充当状況は、つぎの通りです。

8,749 3,787 4,962地方消費税交付金

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。
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地方消費税率引き上げ分における使途について07

一般会計

一般廃棄物処理事業債 74,088
緊急防災・減災事業債 63,363
辺地対策事業債 38,618
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簡易水道事業 108,996
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合　　　　計 479,538
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起 債 名

82,487
71,701
50,316
165,283

486
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120,827
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549,697
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△11,698
△19,865
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△70,159
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955,341財政調整基金

基　　金　　名 備　　　　　考
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1,540,398
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353,240
2,896
35,107
2,000

1,498,232一般会計財政調整基金・減債基金・特定目基金総額
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3,047

増 減

残 高
令和7年3月31日時点

残 高
令和6年3月31日時点 増 減

0
0

3,047

1.6

増減
（ ％ ）

0.0
0.0
17.2

1,080

増 減

3,020
38,066
37,042
1,024

0
0

42,166

0.1

増減
（ ％ ）

2.0
9.7
10.5
35.4
0.0
0.0
2.8

42,247 2.4

介護保険給付費準備基金 介護保険料不足を補う為の基金

特別会計基金

決　算

※決算ベース

（ 千円 ）

基　　金　　名 基金額
令和7年3月31日時点 備　　　　　考基金額

令和6年3月31日時点 増 減 増減
（ ％ ）

（ 千円 ）

基金額
令和7年3月31日時点 備　　　　　考基金額

令和6年3月31日時点 増 減 増減
（ ％ ）

（ 千円 ）

（ 千円 ）

1,790,3861,832,633総　　　　　額 村の基金総額（貯金総額）

51,885 41,211国民健康保険事業特別会計（事業勘定） 国民健康保険事業運営に係る事業

76,888 65,405国民健康保険事業特別会計（直診勘定） 診療所運営等に係る事業

140,371 122,863簡易水道事業会計 簡易水道事業運営に係る事業

89,651 87,733浄化槽事業会計 浄化槽事業運営に係る事業

46,315 43,723介護保険事業特別会計（事業勘定） 介護保険事業運営に係る事業

8,936 8,729後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢医療事業運営に係る事業

内
　
訳

6,661住民健診・がん検診事業

区　　分 対象経費 地方消費税
社会保障分 一般財源

4,445老人福祉事業
15,452介護保険事業
7,150障害者自立支援事業
427

34,135

6,161
216
239

4,645
0

11,261

203
2,970

0
0
0

3,173

210
1,080
2,072
1,200
400

4,962

87
179

13,141
1,305
27

14,739
難病者等医療通院費支援事業

（ 千円 ）

内
　
訳

内
　
訳

定額運用基金

　平成26年4月、国と地方を合わせた消費税の税率が5％から8％に改正され、令和元年10月には当該税率が
10％に改正されました。
　これにより、消費税増税分の地方消費税交付金の歳入について、地方税法（昭和25年法律第226号）第72条の
116第2項の規定により、『消費税法第1条第2項に規定する経費（社会保障経費）その他社会保障施策に要する経
費に充てる』こととされております。
　利島村の令和６年度一般会計決算における地方消費税の充当状況は、つぎの通りです。

8,749 3,787 4,962地方消費税交付金

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。



発行年月日 / 令和７年10月　　発行者 / 利島村役場 総務課
〒100-0301　東京都利島村248番地　　TEL / 04992-9-0012

東京都利島村
令和７年10月

令和６年度決算書版

ひと目で分かる

利島村の

財政

TOSHIMAMURA

計   ①

事  業  名 事 業 概 要 総事業費（円） うち交付金
充当額（円） 効果検証結果

※ 総事業費・交付金充当額は四捨五入にて掲載しております。

08 「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」活用事業について

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 事業開始年月日  令和 6 年 8 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月

令和６年度

　「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者
の支援を通じた地方創生を図ることを目的として、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施でき
るよう、令和5年度に国が創設した交付金です。
　令和６年度の利島村における活用事業は次のとおりです。

エネルギー・食品価格
等の物価高騰における
非課税世帯・均等割世
帯および定額減税を補
足する一体支援事業
（事務費分）

エネルギー・食品価格
等の物価高騰における
非課税世帯・均等割世
帯および定額減税を補
足する一体支援事業
（給付費分）

① 目的・効果
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
② 交付金を充当する経費内容
低所得世帯への給付金及び事務費
③ 積算根拠（対象数、単価等）
R６計画分
事務費　202,531円
事務費内訳　[需用費（事務用品等）：192,361円、
役務費（郵送料等）：10,170円 ]
令和６年度非課税化世帯　
5世帯×100,000円 =500,000円、
令和６年度均等割のみ課税化世帯
1世帯×100,000円 =100,000円、
子ども加算1人×50,000円 =50,000円、
定額減税を補足する給付：1,620,000円　
［定額減税人数：75 人、納税義務者数：40 人（36
世帯）］：総額 2,270,000円
④ 事業の対象
低所得世帯等の給付対象世帯数（6 世帯）、定額減税
を補足する給付の対象者数（75人）

令和 6 年度住民税均等割
非課税化世帯、均等割の
み課税化世帯、定額減税
を補足する給付対象者に
対し、エネルギー・食品
価格等の物価高騰におけ
る支援を実施。

（給付世帯および対象者：
非課税化 5 世帯、均等割
化 1 世帯（うちこども加
算 1 人）、定額減税を補足
する給付対象者数 75 人
（うち納税義務者40人））

135,000202,531

2,270,0002,270,000

2,405,0002,472,531

事  業  名 事 業 概 要 総事業費（円） うち交付金
充当額（円） 効果検証結果

Ⅱ． 物価高の克服 事業開始年月日  令和 7 年 2 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月

エネルギー・食品価格
等の物価高騰における
令和 6 年度非課税世帯
（1 世帯 3 万円・こども
加算）給付および定額
減税不足給付事業
（事務費分）

エネルギー・食品価格
等の物価高騰における
令和 6 年度非課税世帯
（1 世帯 3 万円・こども
加算）給付および定額
減税不足給付事業
（給付費分）

① 目的・効果
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
② 交付金を充当する経費内容
低所得世帯への給付金及び事務費
③ 積算根拠（対象数、単価等）
R６の累計給付金額
事務費　105,529円
事務費内訳　[ 需用費（事務用品等）：93,503 円　
役務費（郵送料等）：12,026円 ]
令和６年度住民税均等割非課税世帯（R６計画分）　
28世帯×30,000円 =840,000円、
子ども加算 3人（2世帯）×20,000円=60,000円：
総額 900,000円　　
④ 事業の対象
低所得世帯等の給付対象世帯数（28世帯）

令和 6 年度住民税均等割
非課税世帯に対し、エネル
ギー・食品価格等の物価高
騰における支援を実施。
（給付世帯：28 世帯、内
こども加算2世帯（3人））

75,000105,529

900,000900,000

計   ② 975,0001,005,529

① ＋ ②   合計 3,380,0003,478,060

事業開始年月日  令和 6 年 8 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月事業開始年月日  令和 6 年 8 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月事業開始年月日  令和 6 年 8 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月

事業開始年月日  令和 7 年 2 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月事業開始年月日  令和 7 年 2 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月事業開始年月日  令和 7 年 2 月　　　　事業完了年月日　令和 7 年 3 月




